提出書類一覧表
（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護・認知症対応型共同生活介護）
	書類№
	書類の名称
	提出に当たっての注意事項等
	提出確認

	1
	提出書類一覧表［本表］
	提出する書類の「提出確認」欄に｢○｣を記入すること。　　　　　→
	

	2
	公募申請書［様式1］
	
	

	3
	整備概要書[様式2］
	NO.1、NO.2
	

	4
	従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧
 [様式3］

	・職員の職種が分かること（介護従業者等）

・勤務形態区分（常勤、非常勤、専従、兼務の別が分かること）

・介護従業者などで資格を持っておられる方は記入のこと。

※あくまでも計画であり、提案事項となります。予定者等で氏名を明記できない場合は、「介護職Ａ」などとすること。
	

	5
	趣意書【事業計画書兼提案書】　[様式4］
	施設運営の方針や職員研修についての考え方など、個々具体的に述べてください。説明文参照。
※具体性の無いもの（インターネット等からダウンロード又は他法人のものを印刷しただけのもの）は審査の対象となりません。

※挙証資料として別紙等を添付する場合は欄中にその旨記載し、添付資料にも「趣意書○-○の別紙」など表記のこと。記載が無いものは、審査の対象となりません。
	

	6
	計画図面（各階平面図）・立面図・配置図
	· 建物全体の各階平面図・配置図を縮尺1/200で作成のこと。（Ａ３版可）
· 平面図（内法・壁芯の両者及び廊下の有効幅）を記載のこと。

□　　洗面台や机、椅子、ベッド、浴槽などを配置し、トイレ内の便器の方向やドアまたは引き戸の別が判別できるよう、できるだけ詳細に記入してください。

なお、改修・改築の場合は現状の図面も添付のこと。
□　　立面図（４方向）
	

	7
	地域密着型サービス整備チェックリスト

[様式5］
	・チェック項目の「確認」欄には全てチェックが必要です。

・図面等の他の提出書類に、可能な限りチェック項目を反映すること。反映した項目には、「措置済」にチェックすること。
	

	8
	近隣住宅地図（Ａ、Ｂ）
	· Ａ　事業予定地（赤色で囲うこと）の位置、形状、範囲等が確認できる住宅地図等の写しを提出すること。
・また、事業予定地の一部を使用する場合は使用区域が判るように表示すること。

・計画地の①前面道路の幅員、②計画地と前面道路とが接する計画地の幅を計測し、ｍ単位で①②を住宅地図に記入すること。
□　Ｂ　最寄駅から事業予定地までの直線距離が判るように表示された住宅地図等の写しを提出すること。
	

	9
	現況写真[様式6］
	· 整備予定地や整備建物（外観及び内部）が確認できる写真数枚。（それぞれ4方向から計10枚程度）

· 書類№8「近隣住宅地図」に撮影位置を「○」、撮影位置から撮影した方向を矢印で記載すること。
	

	10
	代表者経歴書　[様式7] 
	· 印鑑登録証明書を添付すること。正本に添付するものはコピー不可。

《実務経験証明書[様式19]や有資格者の場合は資格証（写し）など》
	

	１１
	施設長（予定）者経歴書及び就任承諾書

· [様式7］＝経歴書
□　 [様式8］＝就任承諾書
	· 印鑑登録証明書を添付すること。正本に添付するものはコピー不可。申込前３ヶ月以内に発行されたもの。
《実務経験証明書[様式19]や有資格者の場合は資格証（写し）など》
	

	１2
	法人の概要書又は設立計画書
□　 既設法人＝概要書[様式9-1］
· 新設法人＝設立計画書[様式9-2］
	新設法人の場合、法人設立の要件を満たすこと。
	

	13
	法人登記簿謄本
	【既設法人のみ】

申込前３ヶ月以内に発行されたもの。

正本に添付するものはコピー不可。
	

	14
	定款又は寄付行為の写し
	【既設法人のみ】
	

	15
	役員名簿兼誓約書[様式10-1］
	理事長、役員（理事、監事）及び管理（予定）者について、氏名、生年月日、住所及び役職が記載されたものを提出すること。
	

	16
	誓約書（暴力団排除条例）[様式11］
	理事長、役員（理事、監事）及び管理（予定）者の全員について、役職、氏名、生年月日、性別、住所、職歴、社会福祉関係歴が記載されたものを提出すること。
	

	17
	法人理事会議事録等の写し
	【既設法人のみ】
応募に際し、法人として意思決定していることを確認できるものを提出すること。
	

	18
	法人印鑑登録証明書
	【既設法人のみ】

申込前３ヶ月以内に発行されたもの。

正本に添付するものはコピー不可。
	

	19
	法人決算書（財務諸表）の写し
	【既設法人のみ】

明細を含め、直近の年度分を提出すること。
	

	20
	設立代表予定者の権限を証する委任状〔様式12〕
	【新設法人のみ】

理事及び監事就任予定者の全員分を作成すること。
	

	21
	建築工事費の見積書
	見積書は、設計業者によるものとし、建築業者の見積書は受付しません。設計業者の押印必要。
	

	22
	工程表（スケジュール表）
	任意様式　事業開始までの（建築開始、職員採用等含む）スケジュール
	

	23
	資金計画書[様式13]
	借入金償還計画書と収支予算書等の内容と整合性を確認すること。
	

	24
	預金残高証明書
	【既設法人のみ】

· 令和4年11月1日現在のものを提出すること。
· [様式13]資金計画書で、自己資金とした額以上のものを提出すること。
（複数口座の場合、別途合計一覧表を作成のうえ添付のこと。）
· 正本に添付するものはコピー不可。
	

	25
	借入金償還計画書[様式14]
	
	

	26
	金融機関の融資証明書
	金融機関から融資を受ける場合は提出すること。提出できない場合は相談内容・状況・提出できない理由等を記載したものを提出すること。正本に添付するものはコピー不可
	

	27
	事業計画書[様式15] 
	· 事業開始から1年間の利用者数の見込。
· サービス種別ごとに作成のこと。

· 当初から100％の稼働率をめざすのではなく、職員の習熟度などを勘案し、計画的な利用者数見込みとすること。なお、【様式16】収支予算書の利用率と整合性を図ること。
	

	28
	収支予算書
・地域密着型老人福祉施設入所者生活介護

□　[様式16-1①～③］
・認知症対応型共同生活介護
·  [様式16-2①～③］
※上記以外の施設サービスがある場合は[様式16-2①～③］に準じて作成
	· 今回応募するサービス種別ごと（併設施設がある場合は併設施設ごと）に作成してください。
※地域密着型老人福祉施設入所者生活介護、認知症対応型共同生活介護以外の施設がある場合は、様式16-2①～③に準じて、適宜作成してください。
· 総括表＝[様式16］収支予算書(総括表)として全体分を作成し、書類№29の一番前に綴ること。
	

	29
	法人監査・介護保険事業者実地指導監査等指示事項及び改善状況報告書
	【既設法人のみ】

過去３年間の国・自治体の各監査等における結果通知の写し及び改善報告書の写しを添付すること。
（複数の対象施設（事業所）がある場合は各々添付のこと）

法人理事長（代表者）印により原本と相違ない旨の証明が必要です。　

	

	30
	就業規則
	【既設法人のみ】賃金、賞与に関する規定を含んだもの。
	

	31
	市税の納税証明書
	【既設法人のみ】
滞納税額がないことが記載された納税証明書で、申込前３ヶ月以内に発行されたもの。正本に添付するものはコピー不可。
※東大阪市に事業所がある場合は、東大阪市発行のもの。
また、東大阪市に事業所がない場合は、法人の主たる事務所がある市区町村発行のもの。なお、滞納税額がない納税証明書が無い市区町村に
ついては、直近３年間の納税証明書を添付すること。

	

	書類№23資金計画書[様式13]において寄付（贈与）を予定している場合は、次の寄付（贈与）に関する提出書類（書類№33～42）を提出すること。ただし、書類№33～37は個人、書類№38～42は法人の場合に提出すること。



	書類№
	書類の名称
	提出に当たっての注意事項
	提出確認

	32
	贈与確約書[様式17]の写し
	
	

	書類№32贈与確約書［様式17］において、贈与者（「贈与確約書」における甲）が個人である場合は、各個人について次の書類№33～37を全て提出すること。

	33
	身分証明書
	市区町村で、申込前３ヶ月以内に発行されたもの。

正本に添付するものはコピー不可。
	

	34
	経歴書[様式7］
	
	

	35
	印鑑登録証明書
	申込前３ヶ月以内に発行されたもの。

正本に添付するものはコピー不可。
	

	36
	個人資産･負債等状況調書[様式18]
	令和4年11月1日現在のものを提出すること。
	

	37
	預金残高証明書
	令和4年11月1日現在のものを提出すること。
正本に添付するものはコピー不可。
（複数口座の場合、別途合計一覧表を作成のうえ添付のこと）
	

	書類№32贈与確約書[様式17]において、贈与者（「贈与確約書」における甲）が法人である場合は、各法人について次の書類№38～42を全て提出すること。

	38
	法人理事会議事録等の写し
	当該贈与について、法人として意思決定していることを確認できるもの。
	

	39
	定款の写し
	
	

	40
	法人印鑑登録証明書
	申込前３ヶ月以内に発行されたもの。

正本に添付するものはコピー不可。
	

	41
	法人決算書の写し
	明細を含め、直近の年度分を提出すること。
	

	42
	預金残高証明書
	令和4年11月1日現在のものを提出すること。
正本に添付するものはコピー不可。
（複数口座の場合、別途合計一覧表を作成のうえ添付のこと）
	

	事業予定地に関する提出書類として次の書類№43～46を全て提出すること。ただし、書類№45.46は事業予定地の確保する手段に応じて、該当するものを提出すること。

	書類№
	書類の名称
	提出に当たっての注意事項
	提出確認

	43
	事業予定地の登記簿謄本
	事業予定地に係る全ての地番の登記簿謄本又は登記事項証明書（全部事項）を提出すること。申込前３ヶ月以内に発行されたもの。

正本に添付するものはコピー不可。
	

	44
	事業予定地の公図の写し
	公図の写しに、事業予定地の位置、形状、範囲等が確認できるように赤色で囲ったものを提出すること。
	

	45
	事業予定地に係る土地売買確約書[様式20（参考様式）]の写し
	（土地購入により事業予定地を確保する場合）参考様式
	

	46
	事業予定地に係る地上権設定確約書[様式21（参考様式）]の写し
	（土地を借り受けることにより事業予定地を確保する場合）参考様式
	


書類№45・46は事業予定地の確保する手段に応じて、該当するものを提出すること。
既存施設で増築に伴う増床を行い応募を予定している場合は下記の書類も提出すること。
	書類№
	書類の名称
	提出に当たっての注意事項等
	提出確認

	47
	既存施設入居者及びその家族の同意済み報告書兼誓約書[様式22]
	
	

	48
	既存施設概要書[様式23]
	
	


上記の書類を提出するに当たっての注意事項
・同一人物又は同一法人から重複して同一の書類（印鑑登録証明書、預金残高証明書等）を提出することになる場合は、正本に原本を提出してください（副本はコピー対応）。
